
令和７年度⾏政機関情報公開法施⾏状況調査の概要

〔調査の⽬的等〕
情報公開法の規定に基づき、法の施⾏状況を的確に把握し、広く国⺠に明らかにすることによって、

情報公開制度及びその運⽤に対する正確な理解を深めることを⽬的として⾏うもの。
調査対象期間 ： 令和７年度（令和７年４⽉１⽇〜令和８年３⽉31⽇）
調査対象機関 ： 国の⾏政機関（51機関）
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１ 開⽰請求件数

 令和７年度に受け付けた開⽰請求は233,887件（令和６年度： 215,425件、＋18,462 件、+8.6%）
＊平成13年度（情報公開法施⾏初年度）の約4.9万件から４倍超

〔主な開⽰請求〕（→各⾏政機関の主な開⽰請求は、本⽂ｐ２及び事例表（資料２）参照）
• 不動産登記の受付状況に関する⽂書（法務省：約15.1万件）
• ⼟⽊⼯事等の設計書に関する⽂書（国⼟交通省：約1.1万件）
• 医薬品・医療機器の承認関係に関する⽂書（厚⽣労働省：約４千件）

２ 開⽰決定等の件数

 令和７年度に⾏った開⽰決定等は221,692件（令和６年度：202,524件、＋19,168 件、+ 9.5%）
【内訳】 全部開⽰ 25,431件（11.5%）

⼀部開⽰ 192,416件（86.8%）
不開⽰（※） 3,845件（ 1.7%）

（※）⽂書不存在、形式不備等含む

（→不開⽰の理由は、本⽂p6〜7参照）



2

３ 開⽰決定等の期限の遵守状況

 令和７年度に開⽰決定等を⾏った221,692件の開⽰決定等の時期に係る状況は次のとおり。
延⻑を⾏わず30⽇以内に決定 199,854 件（90.1%）
10条２項に基づき延⻑した期限までに決定 14,971件（ 6.8%）
11条に基づき特例延⻑した期限までに決定 6,610件（ 3.0%）
期限を超過して決定 257件（ 0.1%）
＊令和６年度は、開⽰決定等を⾏った202,524件のうち、開⽰決定等の期限を超過したものは412件（0.2%）

→ [関係⾏政機関における再発防⽌策]  
事務処理についての的確な⾒通しを⽴てることができるよう情報公開窓⼝と担当部局との連携を強化し進⾏管
理を徹底する、⽂書の量や作業の⾒通しに応じて柔軟に体制強化や分担の⾒直しを⾏う など。

〔期限超過の主な理由〕（→各⾏政機関における期限超過の内訳や理由は、本⽂ｐ３〜６、内訳表（資料１）及び事例表（資料３〜５）参照）
対象⽂書が⼤量であったこと、審査に慎重な検討を要したこと、第三者意⾒照会等に時間を要したこと、担当する課室に
おいて開⽰請求案件が多く開⽰請求以外の業務も多忙であったこと など。

４ 審査請求の件数と処理の状況

 開⽰決定等⼜は開⽰請求に係る不作為についての令和７年度における審査請求は3,217件
（令和６年度：2,381件、＋836件、+ 35.1%）

 令和７年度の処理対象件数（前年度からの継続案件含む）は8,570件、このうち裁決を⾏ったのは3,466件
＊令和６年度は、処理対象件数は7,866件で、このうち裁決を⾏ったのは2,453件

情報公開・個⼈情報保護審査会（以下「審査会」という。）の答申を経て裁決に⾄ったものは1,461件。そのう
ち審査会の判断事項ではないとされたものを除き約18.6%（239件）が、審査請求に理由があるとして全部⼜は
⼀部を認容。
（※）審査請求に係る裁決に際しては、不適法却下の場合等を除き、審査会へ諮問することとされている。


